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３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

（１）市町村への事務委任 

【実施する事項】  

《都道府県》 

 都道府県は、災害救助法に基づく応急修理制度について、事務委任に係る事前の取
決め及び被害状況等を踏まえ、市町村に委任する事務の内容及び当該事務を行うこ
ととする期間を決定し、市町村に通知する。（以下の説明では、事務委任することを
前提としている。） 

 

《市町村》 

 市町村は、都道府県からの事務委任に係る通知を受け、応急修理制度の実施に取り
掛かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（１）市町村への事務委任に係る検討 

P．67 
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（２）実施要領、様式等の更新・決定 

【実施する事項】  

《都道府県》 

 都道府県は、事前に準備していた実施要領、様式類及び記載例について、被害状況
等を踏まえ必要に応じて更新の上、決定し、市町村に提供する。 

 

《市町村》 

 市町村は、都道府県から提供された実施要領、様式類及び記載例を確認し、被害状
況等を踏まえ必要に応じて更新の上、市町村版として決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（２）実施要領、様式等の作成 

P．76 

 



Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

 

113 
 

（３）管理台帳の決定・業務体制の整備 
 
① 管理台帳の決定 

【実施する事項】  

《都道府県》 

 都道府県は、事前に準備していた管理台帳のひな形について、被害状況等を踏まえ
必要に応じて更新の上、決定し、市町村に提供する。 

《市町村》 

 市町村は、都道府県から提供された管理台帳のひな形を確認し、被害状況等を踏ま
え必要に応じて更新の上、市町村版として決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（３）① 管理台帳のひな形の作成 

P．90 
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② 業務体制の整備 

【実施する事項】  

《市町村》 

 市町村は、事前に準備していた業務マニュアルについて、被害状況等を踏まえ必要
に応じて更新の上、決定する。 

 当該業務マニュアルに基づき、庁内の担当部局の役割分担、人員配置、業務フロー、
受付窓口の設置場所等を決定する。 

 

【留意点】 
◆ 災害発生時に、事前に想定していた人員配置では業務を円滑に実施することが

できないと見込まれる場合には、都道府県に応援職員の派遣を要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（３）② 業務マニュアルの作成 

P．92 
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（４）指定業者リストの作成 

【実施する事項】 

《都道府県》 

 都道府県は、住宅・建築関係団体から提出された、被害状況及び応急修理工事の対
応可否を踏まえた修理業者リスト（Ⅲ．１（３），P.105参照）を市町村に提供する。 

 

《市町村》 

 市町村は、都道府県から提供された修理業者リストを踏まえ、指定業者リストを更
新する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（４）指定業者リストの作成に係る準備 

P．96 

修理業者リス
トの作成につ
いて 

⇒ Ⅲ．発災時対応編 
１．被災した住宅の修理等の相談への対応 

 （３）修理業者に関する情報提供の実施 
P．105 
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（５）制度の周知 

 
① 制度周知資料の決定・提供 

【実施する事項】 

《都道府県》 

 都道府県は、事前に作成していた応急修理制度に関する周知資料のひな形を、被害
状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、決定し、市町村に提供する。 

《市町村》 

 市町村は、都道府県から提供された応急修理制度に関する周知資料のひな形を確認
し、被害状況等を踏まえ必要に応じて更新の上、市町村版として決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（５）① 制度周知資料のひな形の作成 

P．99 
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② 制度の周知 

【実施する事項】 

《都道府県、市町村》 

 事前に検討していた制度周知方法の中から、被害状況等を踏まえ、実施可能かつ効
果的な方法を採用し、被災者及び修理業者に対して応急修理制度を周知する。 

【留意点】 
◆ 様式及び記載例等を市町村のホームページに掲載する場合は、被災者及び修理業者

がダウンロード可能なファイル形式により掲載する。 

◆ インターネット環境に慣れていない被災者にも配慮し、ホームページを活用した情
報提供や様式等のダウンロードに加え、紙媒体、広報カーや行政連絡放送等の多様
な方法により周知することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

＜参照＞ 

事前に準備し
ておくこと ⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（５）② 制度周知方法の検討 

P．102 
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（６）応急修理制度に係る手続の実施 
 

【応急修理制度に係る手続のフロー及び必要書類のイメージ（Ⅱ.３-２（２），P.79 より再掲）】 

 
《手続のフローのイメージ》（市町村に事務委任する場合）＊書類ア～オは次頁で説明 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

市町村 修理業者 

【開始】 

①申込書等の提出 

③要件審査（※3）、必

要書類の提供 

申込者（被災者） 

Step1: 

応急修理申

込書の受

付、要件審

査 

Step2: 

修理見積書

等の内容確

認 

Step3: 

修理依頼書

の交付 

Step4: 
工事完了報
告書等の審
査、工事費
用の支払い 

②申込書等の受付（※1） 

④必要書類の受領 

⑤修理見積書の作成依

頼 

⑩内容確認 

⑪修理依頼書の交付、

必要書類の提供 

⑫修理依頼書等の受領 

※3 要件審査の結果、応急修理
制度の対象にならなかった
場合はここで終了となる 

⑬修理依頼書が交付され
たことを申込者に連絡 

 

⑯工事完了報告書、請
求書及び施工中・施工
後の写真の提出 

⑰工事完了報告書等の
審査、工事費用の支
払い 

 
 

⑨修理見積書等の提出 

□書類ア 

□書類イ 
□施工前の写真 

□書類イ（様式※2） 
□指定業者リスト 

□書類イ（様式※2） 

□書類イ 
□施工前の写真 
 

□書類ウ 
□書類エ（様式※2） 
□書類オ（様式※2） 

□施工中・施工後
の写真 

□書類エ 
□書類オ 

⑥現地確認、施工前の

写真の撮影 

⑧修理見積書の内容確

認 

※1 ②以降、市町村は⑰に至るま
での応急修理の進捗を管理台
帳で管理する 

 
※2 申込者又は修理業者が必要事

項を記載する前の空欄の様式 
 

⑦修理見積書の作成 

⑨´修理見積書等の提出 

（※4） 

⑭修理業者から連絡を
受け、工事日程を調整 

⑮工事を実施 

※4 修理業者が作成した修理
見積書等を、申込者（被
災者）が直接市町村に提
出する場合 
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《手続に必要な書類のイメージ》（Ⅱ.３-２（２），P.80より再掲） 
（下表は例示であり、他に市町村が必要とする書類があれば適宜修正、追加することが望ましい。） 

書類 
（★：災害救助事務取扱要領に参

考様式あり。） 
説明 

□書類ア 応急修理申込書★ 

・被災者が応急修理制度を申し込む際に市町村に提出する書類 
・申込者（被災者）の氏名、連絡先、被災した住宅の所在地、住宅の被害
の程度等を記入する。 

・市町村は本書を用いて、申込者（被災者）が制度の対象となるか否かを
審査する。（※） 
 
※過去の災害では、本書類の他に罹災証明書（写し）、住民票、資力に関する状
況を確認する書類の添付を求める運用がなされた例がある。なお、被災者台帳
を作成し、住家の被害状況、住所又は居所を記載しておくことにより、申込の
際の罹災証明書（写し）や住民票の添付を省略することが可能となる。 

□書類イ 修理見積書★ 

・申込者（被災者）から依頼を受けた修理業者が作成する修理費用の見積
書（※） 

・工事予定箇所を示す施工前の写真とともに、市町村に提出する。 
・市町村は本書類の提出を受け、その内容を確認し、応急修理工事の対象
となる工事及び金額を確定する。 
※書類作成に不慣れな修理業者も多数あることから、分かりやすい記載例を示
す他に、修理見積書の作成方法の研修を行う等の準備をしておくことが望ま
しい。 

□書類ウ 修理依頼書★ 

・市町村が書類イ（修理見積書）に基づく応急修理工事を依頼する旨を記
載した修理業者に通知する書類（※） 

 ※過去の災害では修理依頼書の交付後、修理業者に請書の提出を求めた例があ
る。 

□書類エ 工事完了報告書★ 
・応急修理工事の完了後、修理業者が市町村に工事が完了した旨を報告す
るための書類 

・施工中・施工後の写真もあわせて提出する。 

□書類オ 請求書 ・修理業者が応急修理工事に要した費用を市町村に請求するための書類 

指定業者リスト 

・災害救助法に基づく応急修理制度において、工事を実施する修理業者を
指定したリスト 

・被災者がリストに掲載されていない修理業者に応急修理工事を依頼し
たい場合は、市町村は当該修理業者をリストに追加する等、適宜更新し、
管理を行う。 

施工前の写真 ・書類イ（修理見積書）とあわせて提出する、工事予定個所とその被害状
況を示す応急修理工事の施工前の写真 

施工中・施工後の写真 ・書類エ（工事完了報告書）とあわせて提出する、応急修理工事の施工中・
施工後の修理箇所の写真 

 

 

  

＜参照＞ 

手続に必要な
様式等 

⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施
に係る準備 
（２）実施要領、様式等の作成 

P．76 

⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施
に係る準備 
（４）指定業者リストの作成に係る準備 

P．96 

 



Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

 

120 
 

Step1:応急修理申込書の受付、要件審査 

① 申込書等の提出（申込者（被災者）） ～② 申込書等の受付（市町村） 

【実施する事項】 

《申込者（被災者）》 

 申込者（被災者）は、応急修理申込書に必要事項を記入の上、市町村の応急修理制
度の受付窓口に提出する。 

《市町村》 

 市町村は、必要な提出書類が揃っており、応急修理申込書に住所や氏名、連絡先等
の必要事項が漏れなく記入されていることを確認の上、受理し、申込内容を管理台
帳に記入（※）する。 
※これ以降、市町村は「⑰工事完了報告書等の審査、工事費用の支払い」に至るまでの応急修理の進捗
を管理台帳で管理する。 

 

【留意点】 
◆ 被災した住宅の被害の程度を証する罹災証明書が交付されるまでには、ある程度の期

間を要することが想定されることから、罹災証明書が交付される前であっても申込書
を受け付け、できるところから審査を進めることが望ましい。 

◆ ただし、住宅の被害の程度が「半壊に至らない（一部損壊等）」であることが明らかに
なった場合には、応急修理制度の対象とはならないことを被災者に伝え、その旨を了
解したことを被災者から書面にて提出してもらった上で、申込書を受け付ける等の対
応をすることが望ましい。 
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③ 要件審査、必要書類の提供（市町村）～④ 必要書類の受領（申込者（被災者）） 

【実施する事項】 

《市町村》 

 市町村は、申込者（被災者）から提出された応急修理申込書等に基づき、応急修理
制度の各種要件への適合を審査する。 

＜主な要件＞ 

    □ 当該災害により半壊（自らの資力で応急修理ができない場合に限る）又は大規
模半壊の住家被害を受け、そのままでは住むことができない状態にあること 

    □ 応急修理を行うことによって避難所等への避難を要しなくなると見込まれる
こと 

    □ 応急仮設住宅に入居していない、又は今後も入居しないこと 

 

 要件審査の結果、応急修理制度の対象となる申込者（被災者）に対して、修理見積
書の様式及び記載例並びに指定業者リストを提供し、申込者（被災者）が当該リス
トを参考に修理業者を選定の上、当該修理業者に修理見積書の作成を依頼するよう
伝える。 

 一方、要件審査の結果、応急修理制度の対象とならないことが判明した場合、申込
者（被災者）にその旨を連絡する。 

【留意点】 
◆ 住宅の被害の程度が「全壊」であっても、応急修理を実施することにより居住するこ

とが可能である場合は、内閣総理大臣と協議の上、対象とすることが可能である。 

◆ 過去の災害では、既に応急修理に該当する工事に着手した場合であっても、当該工事
に係る費用の支払いを終えていなければ、応急修理制度の申込を受け付けることとし
た例もある。 

 

 

 

 

  



Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

 

122 
 

Step2:修理見積書等の内容確認 

⑤ 修理見積書の作成依頼（申込者（被災者）） 
～ ⑥ 現地確認、施工前の写真の撮影（修理業者） 
～ ⑦ 修理見積書の作成（修理業者） 

【実施する事項】  

《申込者（被災者）》 

 申込者（被災者）は、市町村から提供された指定業者リストを参考に修理業者を選
定する。 

 当該修理業者に、市町村から提供された修理見積書の様式及び記載例を渡し、修理
見積書の作成を依頼する。 

《修理業者》 

 修理業者は、申込者（被災者）からの依頼を受け、被災した住宅の被害状況を確認
し、応急修理工事が必要な箇所を特定する。 

 応急修理工事に着手する前の当該箇所の写真（施工前写真）を撮影するとともに、
当該箇所に係る応急修理工事の見積書（修理見積書）を作成する。 
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⑧ 修理見積書の内容確認（申込者（被災者）） 
～ ⑨ 修理見積書等の提出（修理業者）／⑨´修理見積書等の提出（申込者（被災者）） 
～ ⑩ 内容確認（市町村） 

【実施する事項】  

《申込者（被災者）》 

 申込者（被災者）は、修理業者が作成した修理見積書について当該修理業者から説
明を受け、その内容を確認する。 

 

《修理業者》又は《申込者（被災者）》 

 修理業者又は申込者（被災者）は、修理見積書及び施工前写真を市町村の窓口に提
出する。 

 

《市町村》 

 市町村は、修理業者又は申込者（被災者）より提出された修理見積書及び施工前写
真から、応急修理制度の対象工事かどうか、当該工事費用が上限額以内かどうかに
ついて確認する。 

 なお、申込者（被災者）が指定業者リストに掲載されていない修理業者に修理見積
書の作成を依頼した場合、事前に業務マニュアルに記載した指定業者リストに追加
する際のルール等を踏まえ、当該修理業者を指定業者リストに追加するかどうか判
断する。 

【留意点】 
◆ 申込者（被災者）が複数の修理業者に個別に修理を発注する場合がある（例：屋根工

事は屋根工事業者、給湯器の交換は電気設備工事業者にそれぞれ発注する等）。その
場合は、各修理業者が修理見積書を作成し、それぞれ提出してくることが想定される
ため、「修理見積書（総額用）」（Ⅱ．３－２（２），P.86 参照）や「管理台帳」（Ⅱ．
３－２（３），P.90 参照）を活用し、工事費用の総額が応急修理制度の上限額を超え
ていないことを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜参照＞ 

応急修理の対
象工事の内容
について 

⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-１．災害救助法に基づく応急修理制度の概要

と実績 

（４）被災した住宅の応急修理の対象範囲 

P．60 

指定業者リス
トの追加につ
いて 

⇒ Ⅱ．事前準備編 

３-２．災害救助法に基づく応急修理制度の実施

に係る準備 

（４）指定業者リストの作成に係る準備 

P．96 

 



Ⅲ．発災時対応編 

３．災害救助法に基づく応急修理制度（被災した住宅の応急修理）の実施 

 

124 
 

＜過去の災害における取組の例＞ 

【被害状況の分かる施工前写真が無い場合、市が撮影した写真で対応した例 
：西予市（愛媛県）（平成 30年７月豪雨）】 

・修理業者が現地に行く前に、被災者が被災住宅の内部を清掃、整理してしまったため、被
害状況が分かる施工前写真が無いものがあった。 

・西予市は、住家の被害認定調査の際に住宅内部の写真を撮っていたため、施工前写真の提
出がない場合には、このような市が撮影した写真でもって施工前写真としていた。 

 
【修理見積書及び施工前写真について事前審査を行った例 

：呉市（広島県）（平成 30年 7月豪雨）】 

・呉市は、修理見積書及び施工前写真が正式に提出される前に、修理業者に対し、メール又
はＦＡＸでこれらを市に送付し、事前審査を受けるよう求めた。 

・呉市は、送付された修理見積書及び施工前写真を用いて応急修理制度の対象工事かどう
かの判断を行うとともに、修理見積書の修正が必要な箇所等について電話又はメールに
より修理業者に伝達した。 

・これにより、押印のある修理見積書について、提出後に修正等が発生しないようにし、申
込者（被災者）及び修理業者の負担軽減を図った。 
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Step3:修理依頼書の交付 

⑪ 修理依頼書の交付、必要書類の提供（市町村） 
～ ⑫ 修理依頼書等の受領（修理業者） 
～ ⑬ 修理依頼書が交付されたことを申込者（被災者）に連絡（修理業者） 
～ ⑭ 修理業者から連絡を受け、工事日程を調整（修理業者） 
～ ⑮ 工事を実施（修理業者） 

【実施する事項】  

《市町村》 

 市町村は、修理見積書の工事の内容が応急修理制度の対象工事であり、当該工事費
用が上限額以内であることについて確認できれば、修理業者に修理依頼書を交付す
る。 

 また、修理依頼書の交付とあわせて、工事完了報告書及び請求書の様式を提供する。 

【留意点】 
◆ 市町村は、修理業者に工事完了報告書の様式等を渡す際、応急修理工事の対象箇所の

工事写真（施工中・施工後写真）が必要であること、特に施工中の写真を撮り忘れな
いこと等について周知を徹底する。 

 

《修理業者》 

 修理業者は、市町村より修理依頼書が交付されたことを申込者（被災者）に伝え、
申込者（被災者）と工事の日程を調整し、工事を実施する。 
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Step4:工事完了報告書等の審査、工事費用の支払い 

⑯ 工事完了報告書、請求書及び施工中・施工後の写真の提出（修理業者） 
～⑰ 工事完了報告書等の審査、工事費用の支払い（市町村） 

【実施する事項】 

《修理業者》 

 修理業者は、応急修理工事の完了後、工事完了報告書、請求書及び施工中・施工後
写真を市町村に提出する。 

 

《市町村》 

 市町村は、修理見積書及び施工前写真と、工事完了報告書及び施工中・施工後写真
とを突き合わせ、予定されていた工事が適切に行われたことが確認できた場合には、
速やかに修理業者に当該工事費用を支払う。 

【留意点】 
◆ 市町村は、修理業者から市町村に提出される請求書の件数が膨大となり、それに伴

う事務処理も膨大となるため、円滑な支払いを実施できるよう事務処理を効率化す
る等の対応を行う必要がある。 

 

 

 

＜過去の災害における取組の例＞ 

【修理業者への支払いに係る事務処理・決裁・振込を定期的にまとめて行った例 
：熊本市（平成 28年熊本地震）】 

・修理業者への支払い件数が多く、１件ずつ事務処理・決裁を行うと作業が膨大になるた
め、定期的（月に２～３回）にまとめて事務処理と決裁を行った。 

・また、振込は総合振込方式（金融機関への複数案件の振込依頼を一括して行う方式）と
し、更に事務の効率化を図った。 
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